
第 3回 首都東京にふさわしい将来の水道システムを考える会 
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二酸化炭素排出量の推移（平成２年度～）

４ 地球環境に配慮した水道
4-1 地球温暖化対策
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東京都水道局環境計画

２ 主な施策

１ 計画の特色及び計画期間

局全体で、ISO14001の認証を取得せず、より水道事業の特性に合
わせ、取組成果を重視した独自の環境マネジメントシステムを運用

○取組成果の重視・・・・・

○第三者評価の実施・・・・ 環境計画が有効に運用されていることや環境目標に対する達成結
果、改善内容等について第三者からの評価を受け、見直しに活用

○PDCAサイクルの実践・・・取組効果を的確に把握し、その結果に応じた見直しを行う、PDCA
サイクルを採用し、これを適切に運用することにより、環境施策を
計画的、効果的に実施

○計画期間 平成16年度から平成18年度までの３年間

○重点目標

○長期目標

・水源林機能の維持向上 人工林の複層林構成率を4.4％に増加する

・自然エネルギーの有効利用 太陽光等による発電規模を6,800kWに増加する

・浄水場発生土の有効利用 有効利用率を88％に増加する

・二酸化炭素総排出量の低減 二酸化炭素排出量を２％低減する（1990年比）

2010年度における二酸化炭素排出量を６％削減する（1990年度比）

４ 地球環境に配慮した水道
4-1 地球温暖化対策

温室効果ガスをめぐる現状

１ 世界の動向

◆ 平成17年2月16日 各国の温室効果ガスの削減目標を定めた京都議定書が発効

２ 国内の動向

・批准各国は、2008年～2012年までに削減目標の忠実な履行が求められる

・未達成なら、2013年以降の第二期間に超過分の1.3倍を削減のほか、排出量取引が制限される

・義務づけられる排出削減量はＥＵ8％、日本6％（参考：離脱した米国は7％の予定だった）

【課題】

・先進国の排出量の1／3を占めている米国、オーストラリアなどが批准していない

・途上国には削減義務がない（世界第二位の排出国である中国にも削減義務がない）

・第二約束期間（2008～2012年）以降の予定は未定

◆温室効果ガスの排出量は増加し続け、1990年度比6％の削減は大変厳しい状況

◆先進国間の排出量取引や途上国の排出削減分を利用する（京都メカニズム）への参加

・2003年度の排出量は13億3,600万トンで、1990年度と比べて8％増加（14％の削減が必要）

・環境省と経済産業省が開設する国別登録簿に口座を開設する必要がある

・現在のところでは、地方公共団体等の公的機関は口座を開設することができない

・2,000ｍ２以上の新築等にあたっては、建築物に係るエネルギーの使用の合理化措置を届出

◆省エネ法の改正（平成18年4月1日施行）
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送水系統の変更
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【現状】

区部西部の標高の高い地域を経由して、配水している

圧力が高すぎするため、減圧弁を設置

10m以下
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【整備後】

東南幹線は、区部東部の低地をルートとしているおり、圧力開

放されないため、送水圧が小さくなる

三郷浄水場

練馬
練馬

４ 地球環境に配慮した水道
4-1 地球温暖化対策
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浄水場発生土の発生量と有効利用率の推移
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４ 地球環境に配慮した水道
4-2 環境に配慮した３Ｒの推進
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飲み水としての水道水の満足度

５ わかりやすく親しみやすい水道
5-1 お客さまへの情報の発信

より安全で

おいしい水の供給

企業としての信頼性を
向上させるための取組

を推進

水質向上のための
総合的な施策

お
客
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水源から蛇口までの
総合的な施策を実施

安全でおいしい水
キャンペーン

信頼性向上の
ための施策

水道水の現状と
プロジェクトの取組
を正しく伝える

お客さまニーズ
への対応

「安全でおいしい水プロジェクト」について

１６年６月よりプロジェクトスタート
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現在の情報発信

５ わかりやすく親しみやすい水道
5-1 お客さまへの情報の発信

当局の取組

水のおいしさ

水道の安全性

水の大切さ

水に関連する情報

局側の視点による情報の発信

水道に対する興味や

親しみが感じられない
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給水装置の維持管理区分

配
水
管

道 路 部

水道メータ
給 水 管

宅 地 部

給水条例上の維持管理（管理主体 ： お客さま）

実態的管理（管理主体 ： 当局）
実態的管理
（管理主体 ： お客さま）

５ わかりやすく親しみやすい水道
5-2 給水設備の維持管理

貯水槽水道の維持管理区分

7

水 栓

仕切弁

実態的管理 （管理主体 ： 当局）

給水条例上の管理 （管理主体 ： お客さま）

実態的管理
（管理主体 ： お客さま）

水道メータ
○受水タンク以降の配管構造は、建築基準
法により規定

※受水タンクに受水するまでの配管構造は
水道法により規定

道路部（公道・私道） 宅 地 部

逆流防止機能がな
いことから、配水
管への逆流が懸念

受水タンク

高置タンク
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５ わかりやすく親しみやすい水道
5-2 給水設備の維持管理
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水道ふれあいお花見広場
（3/26～4/10 4,736名来場）

春の施設見学会
(4/2、3 504名来場）

水道ふれあいお花見広場
（3/26～5/5 8,279名来場）

内 容目 的

東村山浄水場（335名）、小作浄水場（225名）、

砧浄水場（516名）、金町浄水場（307名）、

朝霞浄水場（384名）、三園浄水場（42名）

水道週間ｲﾍﾞﾝﾄ

東村山浄水場

金町浄水場

和田堀給水所

桜等開花時期

平成１７年度における水道施設の開放事例

５ わかりやすく親しみやすい水道
5-3 水道施設のイメージアップ

水道施設であることが明確な
表示板が設置されている例
（朝霞浄水場高度浄水施設）

閉鎖的なイメージが強い
水道施設（応急給水拠点）

9

親しみある水道施設の例



施設更新に併せ、上部解放を行った事例
（区への貸与）

５ わかりやすく親しみやすい水道
5-3 水道施設のイメージアップ

（写真：芝給水所）

10



資料など

研修・開発センター全景 研修・開発センターによる開発品の例

（管路情報機器）

６ 水道界をリードする水道をめざして
6-1 新技術の研究開発と活用

研修・開発センターによる開発品の例

（水道メーター自動試験装置）

研修・開発センターによる開発品の例

（管内調査ロボット）

連携

連携

情報発信

新技術の研究を取り巻く環境（現在）

情報収集
他水道事業体等

社会情勢･技術革新

お客さま

都民ニーズ

現 場

研修･開発センター

大学･研究機関

関連団体

民間企業等
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お客さま 他水道事業体等

社会情勢･技術革新

情報発信
都民ニーズ

情報収集

研修･開発センター

連携
・新技術の提供

・技術の蓄積

・ニーズの把握

連携
産･官･学

新技術の研究を取り巻く環境（方向性）

現 場

大学･研究機関

関連団体

民間企業等

６ 水道界をリードする水道をめざして
6-1 新技術の研究開発と活用

国土交通省新技術情報提供システム（参考）
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６ 水道界をリードする水道をめざして
6-2 水道技術の継承と人材育成
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６ 水道界をリードする水道をめざして
6-3 国内外の情報収集・発信

2005年時点の世界貿易機関 (WTO) の加盟国１３９カ国 （青）

水道サービス国際化への対応

・適合性評価の基本は国際標準

TBT協定※２よる市場開放（内外格差の自由化）

・上下水道施設のメンテナンスや委託管理（国内で約３兆円）

・ISO/TC224の国際標準化による市場開放の促進

※２ ＴＢＴ協定：貿易の技術的障害に関する協定

水道自由化時代に向けた国際競争力の強化

・海外の優れた技術を取り入れる

・国内事業体等に技術的な支援を行う

・国内への技術情報を発信する

WTOサービス交渉で環境サービス※１について合意形成の後

※１ 水道サービスは環境サービスに分類

１４



限定的な相互融通機能

６ 水道界をリードする水道をめざして
6-4 広域化･広域連携

● 水道法第８条

水道事業経営の認可は、その申請が次の各号
に適合していると認められるときでなければ、
与えてはならない。

４．給水区域が他の水道事業の給水区域と重複

しないこと

現行の水道法では、常時、浄水を管轄区域外に
供給することはできない。

施設更新時に必要な予備力の共有化など、

相互融通のメリットを十分発揮できていない

広域化のイメージ

施設の共同化
（水質試験センター、広域連絡管・緊急時連絡管等）

管理の一体化

経営の一体化

これまでの
広域化広域的な

事業統合
（施設の一体化）
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